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「東日本大震災から学ぶリスクマネジメント」 

 

東日本大震災で被災された皆さまに、謹んでお見舞い申し上げます。 

１日も早い復旧を心よりお祈り申し上げます。 

 

大震災から１００日が経過し、地震/津波によって多大な損害を受け急激に落ち込んだ企

業の生産活動が持ち直してきたようだ。企業努力によってサプライチェーン復旧が当初の

予想以上に進み、秋口には生産水準も震災前に戻るとの観測が若干楽観的ではあるがでて

きたことは、喜ばしい状況と言えよう。しかしながら、発表された３月期決算で多くの企

業が当該地震による損害で特損を計上していることが目立っていることや、日本企業の格

付け引き下げが相次いでいることを踏まえ、今回の大震災で得た教訓をリスクマネジメン

トの見地から考察してみたい。  

 

１．集中リスクとリスク分散  

 

効率を求め、生産地（工場等）または取

引先/下請け先を一企業または一ヶ所に集

中してきた結果、そこが被災したため事業

中断を余儀なくされ、製品出荷停止により

収益減少を引き起こしてしまった事例が多

くの企業でみられた。  

   

リスクに何らかの手を打って、損失を未

然に防いだり、ダメージを最小限に抑えた

りすることを「リスク・コントロール」と

言い、リスクの伴う行為そのものを止めて

しまう「リスク回避」が最も簡単な方法。

しかしながら、企業が行う事業には、社会

的使命やサプライチェーン等から、その事

業継続を求められることが多く、次善の策

として事件/事故が起きないようにする「予

防」を徹底し、それでも起きてしまったと

きに損失を最小限に抑える手段として「軽

減」を考えなければならない。その１つが

「リスク分散」である。  

   

金融の世界で「卵を１つのバスケットに入

れるな」という格言があり、「分散投資」が

勧められる。持っている卵の全てを１つの

籠に盛ってしまうと、籠を落としたときに

全ての卵が台無しになってしまう（１つも

残らない）リスクが大きくなる。つまり、

「集中」は大きなリスクを負うということ

で、リスクの軽減には「リスク分散」が効

果的ということ。  

 

 弊社顧客のある部品メーカーでは、主要

取引先との売上比率を６０％に抑えている。

主要取引先とは常に良好な信頼関係・絆の

構築に腐心し努力しているものの、だから

と言ってその比率をそれ以上に高めようと

はしていない。また工場は、国内はもとよ

り海外数か所にも分散し、サプライチェー

ンとしての役割/重責を認識しつつ「リスク

分散」を図っている。このように取引先並

びに工場立地では「リスク分散」が図られ

ても、技術立国の日本企業においてはどち

らの企業でもこの「リスク分散」には限界

がある。それは、その企業が持っている技
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術の核となる知的財産部分で、おいそれと

海外に持ち出せないし、特定の国内工場に

集中させざるを得ないというジレンマが存

在する。そこでこの企業では、当該国内メ

イン工場が地震リスクの高い地域に集中し

ているために、「リスク予防/軽減」の見地

より耐震補強を徹底し、保険会社のエンジ

ニアからも最大の評価が得られるほどに、

品質管理/社員教育面を含め日頃よりリス

クマネジメントに真摯に取り組み、キャッ

シュフローに有効且つ合理的な地震保険手

配やグローバル保険プログラムにも取り組

み、メーカーからの厚い信頼を勝ち得てい

る。  

 

  リスクマネジメントの徹底や、「リスク

分散」のデメリットは、コストが余分にか

かるとみられることだ。無駄なコストを

削って少しでも経営効率を上げなければい

けない時に、このようなコスト負担はむし

ろ時代に逆行していると思われるかも知れ

ない。しかしながら、効果とコストのバラ

ンスをどのように経営判断するかで、今回

の震災で受けた損失に企業の差が生じてい

ることを教訓としたいものである。   

  

２．サプライチェーンの課題  

東日本大震災で、東北/関東の幅広い地域

に所在する企業/工場が被災したことによ

る業務停止から、あらゆる業種にまたがり

サプライチェーンの途絶が大きな問題とし

てクローズアップされた。この問題は、国

内だけにとどまらず、世界経済にも大きな

影響を与え、特に自動車業界は、主要メー

カー各社が生産拠点を海外に展開しており、

また多くの部品メーカーもそれに追随して

いるため、日本の部品メーカーの供給力低

下による部品不足は世界規模での操業停

止・生産調整を招く結果となってしまった。  

 

新潟県中越地震では、半導体工場の被災

や自動車メーカー工場の被災がサプライ

チェーンに影響を与え、新潟中越沖地震で

は、自動車部品工場の被災により国内自動

車メーカー１２社から延べ８，７００人の

復旧応援部隊の投入で、奇跡的に３週間の

事業中断に止まったが、それでもその間、

各自動車メーカーのラインがストップする

という事態を招き、従来からサプライ

チェーンの被災による影響が指摘されてい

たにもかかわらず、何故ほぼすべての産業

においてこれほどサプライチェーンの途絶

が問題となってしまったのか。 

それは、被害状況の把握の問題である。

サプライチェーンの被災による操業への影

響は、過去の地震の経験から既に認識され

ており、多くの企業では「事業継続計画

（BCP=Business Continuity Plan)」の対

応課題の１つでもあった。そのため、最近

では１次部品調達先の BCP 策定状況の

チェックを行い、更にその先の２次調達先

まで把握している企業も少なくなかったと

思われる。しかしながら、その先の３次、

４次となると把握が難しく、それらの把握

がなされぬまま今回のように多くの調達先

が同時に被災した状況では、サプライ

チェーンの被災状況全貌の把握に時間がか

かった。つまり、サプライチェーンのリス

クマネジメントが不十分であったものと言

わざるを得ないであろう。  

 １つの部品の被災による供給不能が欧米

やアジアなど全世界の製造業に影響を与え
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ることとなったことから、世界的に１社に

依存するサプライチェーンの見直しやカン

バン方式を改め、適正在庫の考え方が見直

されることは確実である。となれば、サプ

ライチェーンの問題は従来、調達部門のタ

スクであったが、今後は企業経営者のトッ

プマターに変わったと認識することである。   

実際、東日本大震災の復旧でサプライ

チェーンの確保状況について大手企業の

トップ自らが提携先確保に奮闘し、記者会

見などで自ら説明責任を果たす姿が多く見

られた。 部品の調達先がどのように被災す

るかは事前には分からないため、その場で

早期把握が必要となるが、事前にデータ

ベースを作っていた企業ほど早期対応がで

き、被災先の人員と機械を自社に収容し操

業を継続した企業もある。

 

【サプライチェーンの見直しポイント】 

 ・ サプライチェーンの把握とデータベース化（日常管理への組み込み）  

 ・ １社依存の場合には、その被害時の影響度評価  

 ・ 製品差別化戦略の見直し  

 ・ 設計/購買方針の作成  

 ・ 代替方針の確立と代替先の調査、等  

 

（図）顕在化したサプラチェーンの問題 

出典：株式会社 三菱総合研究所 2011ニュース＆オピニオン 

実際には、集中するボトルネック 

（中小企業を含め）があった 
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３．想定内と想定外  

 今回の東日本大震災そのものおよびそ

れから波及して起こっている様々な事故/

被害に対して、関係者が一様に使っている

言葉に「想定外」がある。マグニチュード

９の地震は「想定内」であったが、２０M

を超える高さで、しかも５０Km奥地まで

到達した津波は「想定外」であったことか

ら三陸沿岸から福島/茨城にかけての広域

大災害となってしまった。 

また、東電の福島原発の惨状への対応で

最初に発せられた言葉も「想定外」という

ものであった。絶対に安全が確保されなけ

ればならない原発で、その後の放射能汚染

危機が拡大している状況に不安を抱かざ

るを得ない一般市民からすると、「想定外」

で全ての責任が回避されるかの様相は断

じてならないと考える。  

 昨今、地球温暖化現象からか自然大災害

が世界各地で発生、グローバル化/ITの進

化から派生する大規模な「個人情報漏洩」

問題、メキシコ湾で起こったOil Pollution、

テロのリスク等、従来の感覚からすると

「想定外」の事が連続して起こっており、

その結果、巨額の直接損失に加え莫大な損

害賠償義務等が発生し、企業存続が危ぶま

れるケースも散見されるようになってき

ている。 実際、未だに記憶に新しい９/

１１の NYワールドトレードセンター事

件では、何と日本の損害保険会社３社が実

質上の経営破綻に陥ってしまったが、その

当事者である社長が「ニューヨークのど真

ん中のビルに飛行機が突っ込むなんて、想

定外」と言った事を受けて、「リスク引受」

を生業とする者からすれば、このケースも

「想定外」でなく「想定内」であったにも

かかわらず保険会社としての基本原則で

ある「リスク分散」を怠っていただけのこ

とである。  

 また、東日本大震災の発生から４日後に、

大震災への義捐金が口座容量を遥かに超

える振込が集中したとかで、大規模なシス

テム障害を起こしたメガ銀行の場合にも

「想定外」を関係者は口にしていたが、そ

うだろうか？当該銀行は、２００２年の３ 

行合併時にもシステム障害を起こしてお

り、１０年近くたっていながらその改善を

怠ってきた代償とするならば、これは「想

定内」の事故だったと言えよう。  

どのような大災害でもそれに遭遇した

時に、企業は「想定外の被災だったので事

業は継続できません。給料は払えません、

ごめんなさい」では済まされない。企業経

営者の責務は、災害が発生しても株主/取

引先/従業員等ステークホールダーに対し

て責任を果たすことである。「良い会社」

とは、そうしたことが出来ている会社であ

り、企業価値評価の重要な要素ではないだ

ろうか。  

 ３０年以内に８０％の発生確率と言わ

れている首都圏直下型地震、東海/東南海/

南海地震エリアに立地する企業の経営者

は、「想定内リスク」への対応として「耐

震診断」・「耐震補強」・「BCP」等のリス

クコントロールと企業地震保険の引受状

況が厳しい中にあっても、「トータル・コ

スト・オブ・リスクス（Total Cost of 

Risks）」とのバランスで、保険を含めた

リスクファイナンスを今から必要最小限

でも講じるべきであろう。「Combining 

insurance, contingent debt, and 

self-retention is an optimal corporate 
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risk-financing strategy」保険と緊急災害

融資と自己負担額の組み合わせこそ 最適

な企業リスクファイナンス戦略である 

（論文著者：E.グレコ／O.マハル 世界

銀行）  

（以上）    

弊社は、大震災からの立ち直りに向けて、みなさま方へ最適/最良な保険および危機管理対

策並びにリスクマネジメントの提供を通じ日本の復興と社会への貢献を果たして参ります。 

 

【ニュースに関するお問い合わせ】  

銀泉リスクソリューションズ㈱  

E-mail/ solutions@ginsen-risk.com   

〒102-0074 東京都千代田区九段南 3-9-14      

TEL03-5226-2301 FAX03-5226-2609 

〈メールマガジンでもお送りしています。ご希望の方は上記まで〉  

 


